
 

1976（昭和 51）年の改正は、宅地並み課税を

行っていた三大都市圏特定市街化区域の A・B

農地の税額を、「農地並み課税」に減額するこ

とを可能とした。それに関する質疑である。

三大都市圏特定市だけを対象とするこの措置

の結果、市独自の減免措置は消えていった。


